
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  政府税調による住民税の見直し提言 

Ｑ：政府税調は、住民税についても中間報

告を公表したそうですが、どのような内容に

なっていますか？教えてください。 

 

Ａ：生命保険料控除等の廃止や均等割の税

率の引上げなどを提言する内容になっていま

す。 

【解説】 

住民税関係の主だった中間報告の内容は、

次のとおりです。 

①  所得割…税源移譲が行われるという観点

から、各種控除については所得税と独立し

て整理すべきとし、特に生命保険料等の政

策誘導的な控除は廃止すべきとしている 

②  均等割…均等割を行政サービスの対価と

して地域社会の費用の一部を等しく分担

する性格のものとして考えると低水準で

あり、税率の引上げをすべきとしている 

③  税務執行面 

・ 住民税の徴収率の向上を目指した執行、

制度が必要である 

・ 公的年金からの特別徴収は早急に実施

すべきである 

・ 課税方式を現行の翌年課税から所得税と

同じ現年課税に変更すべきとしている 

④  納税番号制…納税番号を税務行政のみに

使うのか、行政全般で使うのかという点で

整理の必要性があるとした上で、導入する

のであれば年金番号方式より住民基本台

帳方式の方が現実的であるとしている 

⑤  その他…公示制度については廃止すべき

としている 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００5 年）平成１７年  月 日 水曜日  ７ ２  ０

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

 

２ 8 2 6  

 

号 


